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Ⅰ中野区消費生活センター事業概要及び令和４年度(２０２２年度)事業実績

１ 所在地

〒１６４－８５０１ 中野区中野４丁目８番１号 中野区役所１階

電 話 代 表 ０３（３３８９）１１９１

相 談 直 通 ０３（３３８９）１１９６

ＦＡＸ番号 ０３（３３８９）１１９９

２ 消費生活センターのあゆみ

１９７２年 ７月１７日 区役所２階に消費者コーナーとして開設

１９７５年 ４月 １日 区役所１階区民ホールに移転

１９８１年１０月２７日 商工会館・消費者センターに移転、名称を消費者センター

に変更する（中野区新井１丁目９番１号）

１９９８年 ４月 １日 環境リサイクルプラザ・消費者センターに移転

（中野区中野５丁目４番７号）

２０１１年 ３月２２日 区役所１階に移転、名称を消費生活センターに変更する

３ 組織

所長 １名 職員 ２名 会計年度任用職員 ５名（消費生活相談員）

４ 事務分掌

（１）消費生活に関する苦情の相談に応じること

（２）消費生活に関する苦情の処理のためのあっせんを行うこと

（３）消費生活に必要な情報を収集し、及び提供すること

（４）消費者が自立して消費生活を営むために必要な学習の機会を提供すること

（５）東京都との間で消費者事故等の発生に関する情報を交換すること

（６）前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事務及び事業

５ 消費者啓発

（１）出張等啓発

①出前講座

区民の方の集まりや高齢者施設、学校等からの依頼に基づき、相談員が出向いて啓

発活動を行っている。

【令和４年度(２０２２年度)実績】

・７回 ６９０名
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（２）中野区の消費者行政の発行

【令和４年度(２０２２年度)実績】

・発行部数 ２００部

（３）啓発用リーフレット「消費者相談の現場から」の発行

２００４年５月より毎月１回、その時々に頻発している苦情や相談事例などのタ

イムリーな消費生活情報を掲載したリーフレット「消費者相談の現場から」を作成

し、区民活動センター等を通じて区民に提供している。

【令和４年度(２０２２年度)実績】

・発行回数 １２回

・発行部数 １回 １，５００部

・送付先 区民相談係、区民活動センター、図書館、高齢者会館、男女共同参

画センター、産業振興センター、すこやか福祉センター、中野三丁

目敬老館、やよいの園、松が丘シニアプラザ、児童館、キッズ・プ

ラザ、子ども・若者支援センター等

（４）その他啓発物の作成・配布

【令和４年度(２０２２年度)実績】

① 高齢者向け啓発グッズ（クリアファイル) １１，０００個作成・配布

② 高齢者向け啓発リーフレット １１，０００枚作成・配布

③ 若者向け啓発ポスター １００枚作成・配布

６ 消費生活相談

区民の消費生活に関わる苦情・相談に対し、消費者被害の救済、被害の未然防止等、

苦情の解決や消費生活情報を提供するために、国民生活センターが認定する「消費生活

専門相談員」による消費生活相談を実施し、解決のための助言やあっせんを行っている。

・相談員 ５名（会計年度任用職員）

・相談時間 午前９時３０分～午後４時

【令和４年度(２０２２年度)実績】

① 相談日数 ２４３日

② 相談件数 ３，０１０件

７ 高齢者悪質商法被害防止情報連絡体制

悪質商法による高齢者の被害やトラブルを早期に発見し、被害の回復を図り拡大を防

止することを目的として、消費生活センターと高齢者の見守りに携わる事業の関係機関

が連携して情報連絡体制を取り、被害の発見、連絡を相談業務につなげ解決している。
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消費生活センターは、悪質商法の被害の事例と対処法等の気づき・発見のための情報

を随時提供している。

・発足 ２００６年９月 1日

・関係機関 町会・自治会、民生・児童委員、地域包括支援センター、居宅介

護支援事業所、訪問介護事業所等

【令和４年度(２０２２年度)実績】

① 連絡件数 ２０件

② 情報特急便 １２回発行

・こんな消費者トラブルに注意を！ 令和４年（２０２２年） ４月発行

・クーリング・オフ制度をご存じですか？ 令和４年（２０２２年） ５月発行

・「お試し」のつもりが定期購入に 令和４年（２０２２年） ６月発行

・「エシカル消費」を始めませんか？ 令和４年（２０２２年） ７月発行

・点検中に屋根を壊された？点検商法に注意！ 令和４年（２０２２年） ８月発行

・突然現れる偽のセキュリティ警告画面に注意！ 令和４年（２０２２年） ９月発行

・デジタル遺品の終活 令和４年（２０２２年）１０月発行

・身近にひそむ危険 ガスこんろなどでの着衣着火

令和４年（２０２２年）１１月発行

・必要のない勧誘は、はっきり断りましょう！ 令和４年（２０２２年）１２月発行

・住宅の点検商法 令和５年（２０２３年） １月発行

・詐欺的な通販サイトに注意！ 令和５年（２０２３年） ２月発行

・通販サイトでの定期購入に注意！ 令和５年（２０２３年） ３月発行
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８ 消費者団体への活動支援

（１）消費者講座講師派遣

消費者団体等が自主的に行う講習会等へ講師を派遣している。

【令和４年度(２０２２年度)実績】

・２回 １６，０００円

（２）消費生活展

年１回消費者団体等が実行委員会を設け、消費生活展を開催している。消費生活

センターは、実行委員会の事業運営を補助し、開催に向けた準備の手伝いなど側面

的な支援を行っている。

【令和４年度(２０２２年度)実績】

① テーマ「いのちとくらしをまもる」（つくる責任・つかう責任）

② 実施日 １１月１日（火）～１１月２日（水）

③ 参加者 １４７名

④ 参加団体 １０団体

⑤ 開催場所 区役所１階ロビー東側

９ 消費生活情報の収集と提供

（１）消費者講座

消費生活に係る各種講座を開催し、消費者情報の提供を行っている。

【令和４年度(２０２２年度)実績】

① 夏休み親子消費者講座 ２回 ２７名

② 一般向け消費者講座 ３回 ３０名

（２）雑誌の提供

消費生活に関する雑誌を区民への閲覧に供している。

・閲覧雑誌 １種類

（３）全国消費生活情報ネットワーク・システム（ＰＩＯ－ＮＥＴ）

ＰＩＯ－ＮＥＴを活用して消費生活情報の収集及び提供（相談業務に活用）を

行っている。

１０ その他 適正表示等の推進

家庭用品品質表示法及び製品安全関連四法に基づいた対象事業者への立入検査、

また、適正な計量を確保するための調査・報告を行っている。

((2)､(4)､(5)の立入検査は､平成２４年度から権限委譲業務として新たに加わった｡)
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（１）家庭用品品質表示法に基づく立入検査

家庭用品品質表示法第１９条の規定に基づき立入検査を行う。

【令和４年度(２０２２年度)実績】

・令和５年３月２日

・令和５年３月３日 ５店舗 ６６品目 ２０４件（違反項目なし）

（２）消費生活用製品安全法に基づく立入検査

消費生活用製品安全法第４１条の規定に基づき立入検査を行う。

【令和４年度(２０２２年度)実績】

・令和５年３月２日

・令和５年３月３日 ２店舗 ３製品 ５機種（違反項目なし）

（３）電気用品安全法に基づく立入検査

電気用品安全法第４６条の規定に基づき立入検査を行う。

【令和４年度(２０２２年度)実績】

・令和５年３月２日

・令和５年３月３日 ５店舗 ２０品目 ２４機種（違反項目なし）

（４）ガス事業法に基づく立入検査

ガス事業法第１７２条の規定に基づき立入検査を行う。

【令和４年度(２０２２年度)実績】

・令和５年３月２日

・令和５年３月３日 １事業者 ２品目 ３機種（違反項目なし）

（５）液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に基づく立入検査

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第８３条の規定に基づ

き立入検査を行う。

【令和４年度(２０２２年度)実績】

・令和５年３月２日

・令和５年３月３日 ２事業者 ２品目 ４機種（違反項目なし）

（６）計量器事前調査

取引や証明に使用中の計量器は、２年に１回東京都の定期検査を受けることが義

務づけられている。

区では、計量法第２２条に基づき、定期検査を行うための事前調査として、対象

となる計量器の種類・台数等を調査し東京都に報告している。

【令和４年度(２０２２年度)実績】

・事前調査件数 ６７４件



Ⅱ　消費生活センター事業体系

出張啓発

事業報告書の作成
消費者啓発

「消費者相談の現場から」の作成、区報、ＨＰ掲載

その他啓発物の作成

消費生活相談

消費生活相談
ＰＩＯ－ＮＥＴ

関係機関からの被害の連絡を相談業務に接続

高齢者悪質商法
被害防止情報連絡体制

関係機関へ「情報特急便」の配信

消費者講座　講師派遣

消費者団体への活動支援

消費生活展開催への支援

消費者講座　親子・一般向け

消費生活情報の収集と提供 消費生活関連資料の収集・提供

各種パンフレット等収集・提供

家庭用品品質表示法に係る事業所立入検査

その他　適正表示等の推進 消費生活用製品安全法に係る事業所立入検査

電気用品安全法に係る事業所立入検査

ガス事業法に係る事業所立入検査

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関す
る法律に係る事業所立入検査

計量器事前調査

確
か
な
目
を
も
ち
自
立
し
た
消
費
者

安
心
・
安
全
な
消
費
生
活
の
推
進
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１　出前講座

№ 月日 内　　　　容 主　催 実施場所 対象

1 5/10
大丈夫！？１８歳成人からの　　
消費生活～若者たちの消費者被
害の防ぎ方～

専門学校　　　　　　　　　　
東京アナウンス学院

専門学校　　　　　　　　　　
東京アナウンス学院

専門学校生 25 人

2 5/12 あっと撃退！悪質商法
上鷺宮地域包括
支援センター

白鷺高齢者会館 地域の高齢者 12 人

3 6/2
大丈夫！？１８歳成人からの　　
消費生活～若者たちの消費者被
害の防ぎ方～

帝京平成大学 帝京平成大学
福祉コース
１年生

45 人

4 6/30
気をつけて！
消費者被害にあわないために

ワークステーション　　
Jade中野

ワークステーション
Jade中野

就労移行支援
事業所利用者

15 人

5 7/12
気にかけて、声かけて、
トラブル撃退！

上鷺宮地域包括
支援センター

上鷺宮区民活動
センター

高齢者集会室

まちなかサロン
利用者 14 人

6 7/13
大丈夫！？１８歳成人からの　　
消費生活

都立稔ヶ丘高等学校 都立稔ヶ丘高等学校 高校生 565 人

7 9/13
知って納得！消費生活について
～あなたのくらしとお金を守り
たい～

南部すこやか福祉
センターデイケア

南部すこやか
福祉センター

南部すこやか　
デイケア利用者 14 人

690 人

２　リーフレットの配布等

№ 月日 内　　　　容

1 5/6 若者向け啓発ポスター 100 部

2
高齢者向け啓発グッズ　　    　
(クリアファイル）

11,000 部

3 高齢者向け啓発リーフレット 11,000 部

部

Ⅲ　令和４年度(２０２２年度)啓発等事業実績

参加
人数

    計　７　回

配　布　先 部　　　数

区内　高校・大学

高齢者訪問調査用

高齢者訪問調査用

    計　３　回 22,100

‐7‐
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2,200

2,300
2,400

2,500
2,600

2,700
2,800
2,900

3,000
3,100

3,200

相談件数 2,390 2,417 2,440 2,389 2,247 2,664 2,968 3,191 2,887 3,010

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度元年度 2年度 3年度 4年度

0

200

400

男性 16 124 178 157 156 151 208 192

女性 18 203 233 215 245 199 360 195

その他（団体等） 0 0 0 0 0 0 0 160

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代 不明

0

500

1000

1500

件数 1277 194 175 67 473 824

給与生活者 自営・自由 家事従事者 学生 無職 その他

Ⅳ 令和４年度（２０２２年度）相談件数統計資料

令和４年度の相談件数は３，０１０件となっており、前年度（２，８８７件）と比べて約４．３％

増加している。このうち６０歳代以上の高齢者からの相談件数は依然として多く、相談件数全体の

３０％を占めている。また、特殊販売の購入形態別件数は「通信販売」が７割以上を占めている。

１ 相談件数年次推移（過去１０年間）

計 3,010 件

２ 契約当事者の年代別性別件数

計 3,010 件

３ 契約当事者の職業別件数

計 3,010 件
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0

500

1000

1500

件数 214 1087 13 90 4 7

訪問販売
通信販売

（※1）

マルチ商法

（※2）
電話勧誘販売

ネガティブ・オプ

ション　（※3）

その他無店舗販

売

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

件数 126 2,403 37 371 25 22 22

他機関紹
介

助言（自主
交渉）

その他情
報提供

斡旋解決 斡旋不調 処理不能 処理不要

４ 契約・購入金額別件数

計 3,010 件

５ 相談処理結果別件数

計 3,006 件

６ 特殊販売の購入形態別件数

計 1,415 件

（※１）通信販売には、はがきやメール等の通信手段による架空・不当請求を含む

（※２）マルチ商法…商品を買って販売組織に参加した会員が、同じように友人・知人を組織に加

入させ、新たに会員になった人がさらに新しい会員を加入させ組織を拡大していく商法

（※３）ネガティブ・オプション…注文していない商品を勝手に送り付け、その人が断らなければ買

ったものとみなして、代金を一方的に請求する商法

店舗購入 964 件

不明・無関係 631 件

合わせると 3,010件
訪問販売 202 件

訪問購入 12件

処理継続４件を

合計すると

3,010 件



７  　  特殊販売の購入形態別・年代別傾向

計1,217件
８  　  消費者生活相談内容

（重複あり）計4,516件

９  　  月別相談受付件数

計3,010件

　　　        （　）内は主な相談内容

42
15

13
18

18

60

0

50

100

150

200

250

300

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上

通信販売 訪問販売 電話勧誘販売 マルチ商法 その他無店舗

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月 １月 ２月 ３月
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２ 消費者講座講師派遣

○ 消費者団体が自主的に行う講習会等に講師を派遣している。

Ⅴ 令和４年度(２０２２年度)消費者講座実績
１ くらしの講座

○ 消費生活に関する各種講座を実施し、消費者情報の提供及び啓発を行う。

回 月日 講座名 目的 講師 参加

１ 7/29 NISA・iDeCo の概要について

NISA・iDeCo について全く知らない方や聞

いたことはあるが制度を理解していない

方向けに、各制度の概要や本制度を活用す

ることのメリット、具体的な活用方法につ

いて取り上げる。資産運用の選択肢の一つ

として本制度を学ぶことで、参加者のライ

フプランの形成に役立ててもらう。

日本証券業協会

金融・証券インス

トラクター

12 人

２ 8/3

夏休み親子くらしの講座

「クイズと貯金箱づくりで

楽しくお金を学ぼう！」

小学校１～３年生向けに、お金についてク

イズと貯金箱づくりを通して楽しく学ぶ。

お金を通して社会で生きていくための基

礎的な消費生活力の習得に役立ててもら

う。

東京都金融広報

委員会金融広報

アドバイザー

21 人

３ 8/4

夏休み親子くらしの講座

「グループワーク！日本村

の予算をつくろう！」

小学校４～６年生を対象に、日本が１００

人の村だったらという想定で「みんなから

どのようにお金を集めて、どのように使え

ば、この村の未来はよくなるのか」を考え

てもらう。本講座を通じて、日本の財政に

ついて興味を持ってもらい、財政を自分た

ちに関わる問題として捉えてもらう。

財務省関東財務

局 財務事務所
6 人

４ 10/8
勤労者のための資産運用基

礎知識

将来の生活のために今から資産形成を考

えている人が、資産運用の基礎知識を習得

し、望ましい方法活かつ安心して資産運用

の入口に立てることを目的とする。

NPO 法人金融と

証券を学習する

会証券カウンセ

ラー

7 人

５ 12/4

ネット社会の歩き方

～こんな騙し方があるなん

て、、、～

インターネット取引を活用するうえでの

注意点、最近のネットトラブル事情、対策

方法等について、講座を実施することで受

講者がネットトラブルに巻き込まれない

ようにすることを目的とする。

一般社団法人

ＥＣネットワーク
11 人

月日 テーマ 講師 団体名 参加

１ 11/19

エネルギー つくる責

任・つかう責任

鈴木かずえ （一般社団法人グリ

ーンピース・ジャパン 気候変動/

エネルギー担当）

特定非営利活動法人

中野・環境市民の会
21 人

２ 2/28

ゲノム編集食品て？

～もう食べてるかも～

安田節子（食政策センタービジョ

ン２１ 主宰/ＮＰＯ法人日本有機

農業研究会 理事）

中野区消費者団体連絡会 20 人
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Ⅵ 相談事例一覧

★令和４年度(２０２２年度) なかの区報より

《区からのお知らせ》

１ 悪質商法の被害に遭わないための３か条 令和４年（２０２２年） ８月１１日号

２ 「点検商法」にご用心 令和５年（２０２３年） ２月２０日号

★消費生活センター発行 啓発リーフレットより

《消費者相談の現場から》

１ 成年年齢引き下げ！ 令和４年（２０２２年） ４月発行

２ １８歳から大人① 令和４年（２０２２年） ５月発行

３ １８歳から大人② 令和４年（２０２２年） ６月発行

４ 定期購入のトラブルに注意! 令和４年（２０２２年） ７月発行

５ 多重債務問題は一人で悩まず早めに相談を！ 令和４年（２０２２年） ８月発行

６ 貴金属を安価で強引に買い取られてしまった！

令和４年（２０２２年） ９月発行

７ こんな手口にご注意を！ 令和４年（２０２２年）１０月発行

８ 転売チケットの購入トラブル！ 令和４年（２０２２年）１１月発行

９ サブスクリプションで思わぬ請求に！ 令和４年（２０２２年）１２月発行

１０ 脱毛エステのトラブルに注意！ 令和５年（２０２３年） １月発行

１１ 債務問題 返済に困ったら早めに相談を！ 令和５年（２０２３年） ２月発行

１２ 身近な事業者からの不安なメッセージに注意！

令和５年（２０２３年） ３月発行
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令和４年度(２０２２年度) 「なかの区報」掲載記事

●令和４年（２０２２年）８月１１日号 →

●令和５年（２０２３年）２月２０日号 ↓


